
○ 経 済 産 業 省 告 示

エ ネ ル ギ ー の 使 用 の 合 理 化 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 五 十 四 年 法 律 第 四 十 九 号 ） 第 百 六 十 一 条 第 一 項 の 規 定 を 実 施 す る た め エ ネ ル ギ ー 消 費 機 器 の 小 売 の 事、

業 を 行 う 者 が 取 り 組 む べ き 措 置 の 一 部 を 改 正 す る 告 示 を 次 の よ う に 定 め る

。

エ ネ ル ギ ー 消 費 機 器 の 小 売 の 事 業 を 行 う 者 が 取 り 組 む べ き 措 置 の 一 部 を 改 正 す る 告 示

エ ネ ル ギ ー 消 費 機 器 の 小 売 の 事 業 を 行 う 者 が 取 り 組 む べ き 措 置 （ 平 成 十 八 年 経 済 産 業 省 告 示 第 二 百 五 十 八 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る

。

次 の 表 に よ り 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 は こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 改 正 後 欄 に、 、 、

二 重 傍 線 を 付 し た 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も の は こ れ を 加 え る

。

、

改 正 後 改 正 前

エネルギー消費機器の小売の事業を行う者その他その事業活動を通じて一 エネルギー消費機器の小売の事業を行う者が取り組むべき措置

般消費者が行うエネルギーの使用の合理化につき協力を行うことができる

事業者が取り組むべき措置

エネルギー消費機器の小売の事業を行う者その他その事業活動を通じて エネルギー消費機器の小売の事業を行う者（以下「小売事業者」という

一般消費者が行うエネルギーの使用の合理化につき協力を行うことができ 。）は、次のとおり、エネルギー消費性能の表示等一般消費者が行うエネ

る事業者（以下「小売事業者等」という。）は、次のとおり、エネルギー ルギーの使用の合理化に資する情報を提供するように努めなければならな

消費性能の表示等一般消費者が行うエネルギーの使用の合理化に資する情 い。

報を提供するように努めなければならない。

１ エアコンディショナー １ エアコンディショナー

１－１ 表示事項 １－１ 表示事項

エアコンディショナー（エネルギーの使用の合理化等に関する法律施 エアコンディショナー（エネルギーの使用の合理化等に関する法律施

行令（昭和54年政令第267号。以下「令」という。）第18条第２号に掲 行令（昭和54年政令第267号。以下「令」という。）第15条第２号に掲

げるエアコンディショナーのうち、直吹きで壁掛け形のものをいう。以 げるエアコンディショナーのうち、直吹きで壁掛け形のものをいう。以

下同じ。）の小売事業者等は、エアコンディショナーを販売しようとす 下同じ。）の小売事業者は、エアコンディショナーを販売しようとする

る場合又はエアコンディショナーの販売に協力を行おうとする場合には 場合には、当該エアコンディショナーに関する次の事項を表示すること

、当該エアコンディショナーに関する次の事項を表示することとする。 とする。ただし、中古のエアコンディショナーを販売しようとする場合

ただし、中古のエアコンディショナーを販売しようとする場合又は中古 には適用しない。

のエアコンディショナーの販売に協力を行おうとする場合には適用しな



い。

イ～ハ [略] イ～ハ [略]

１－２ 遵守事項 １－２ 遵守事項

(1) [略] (1) [略]

(2) １－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (2) １－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(3) [略] (3) [略]

(4) １－１のイからハまでに掲げる事項については、別添１に定める様式 (4) １－１のイからハまでに掲げる事項については、別に定める様式によ

により、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については り、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製

、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。 品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(5) [略] (5) [略]

１－３ 多段階評価基準 １－３ 多段階評価基準

日本産業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右 日本工業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右

欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。 欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

表 [略] 表 [略]

１－４ 年間の目安電気料金の算出方法 １－４ 年間の目安電気料金の算出方法

年間の目安電気料金は、日本産業規格Ｃ9612付属書３に基づき算出し 年間の目安電気料金は、日本工業規格Ｃ9612付属書３に基づき算出し

た期間消費電力量に27円を乗じたものとする。 た期間消費電力量に27円を乗じたものとする。

１－５ [略] １－５ [略]

２ 照明器具 ２ 蛍光ランプのみを主光源とする照明器具

２－１ 表示事項 ２－１ 表示事項

照明器具（令第18条第３号に掲げる照明器具をいう。ただし、卓上ス 蛍光ランプのみを主光源とする照明器具（令第15条第３号に掲げる蛍

タンド用けい光灯器具を除く。以下同じ。）の小売事業者等は、照明器 光ランプのみを主光源とする照明器具をいう。ただし、卓上スタンド用

具を販売しようとする場合又は照明器具の販売に協力を行おうとする場 けい光灯器具を除く。以下同じ。）の小売事業者は、蛍光ランプのみを

合には、当該照明器具に関する次の事項を表示することとする。ただし 主光源とする照明器具を販売しようとする場合には、当該蛍光ランプの

、中古の照明器具を販売しようとする場合又は中古の照明器具の販売に みを主光源とする照明器具に関する次の事項（蛍光ランプのみを主光源

協力を行おうとする場合には適用しない。 とする照明器具のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機

器等製造事業者等の判断の基準等（平成22年経済産業省告示第54号。以

下２において「判断基準」という。）に規定する電球形蛍光ランプ及び

判断基準に規定する蛍光灯器具であって施設用のものについては、イを



除く。）を表示することとする。ただし、中古の蛍光ランプのみを主光

源とする照明器具を販売しようとする際には適用しない。

イ 多段階評価点（少数点以下第２位切捨て。以下同じ。） イ 多段階評価

ロ・ハ [略] ロ・ハ [略]

２－２ 遵守事項 ２－２ 遵守事項

(1) ２－１のイに掲げる多段階評価点は、２－３の多段階評価基準に基づ (1) ２－１のイに掲げる多段階評価は、２－３の多段階評価基準に基づく

くものとする。 ものとする。

(2) ２－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (2) ２－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(3) [略] (3) [略]

(4) ２－１のイからハまでに掲げる事項については、別添２－１に定める (4) ２－１のイからハまでに掲げる事項については、別に定める様式によ

様式により、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売につい り、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製

ては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとす 品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

る。

(5) 別添２－１に定める様式により表示が困難な場合は、２－１のイに掲 [新設]

げる事項のみについて、別添２－２に定めるいずれかの様式により、製

品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製品が掲

載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(6) [略] (5) [略]

２－３ 多段階評価基準 ２－３ 多段階評価基準

(1) 多段階評価点は、次に掲げる多段階評価比率（少数点以下第１位切捨 日本工業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が次の表の右欄

て。以下同じ。）に応じて、それぞれに定める式により算出する。 に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

イ 多段階評価比率が100未満の場合 多段階評価 省エネルギー基準達成率

Ｙ＝２＋１／13×（Ｘ－100） ★★★★★ 140パーセント以上

Ｙ：多段階評価点（１未満の場合は1.0とする。） ★★★★ 127パーセント以上140パーセント未満

Ｘ：多段階評価比率 ★★★ 113パーセント以上127パーセント未満

ロ 多段階評価比率100以上の場合 ★★ 100パーセント以上113パーセント未満

Ｙ＝２＋2.5／164×（Ｘ－100） ★ 100パーセント未満

Ｙ：多段階評価点（５を超える場合は5.0とする。）



Ｘ：多段階評価比率

(2) 多段階評価比率は、以下の式により算出する。

Ｘ＝Ｅ／ＥM×100

Ｘ：多段階評価比率

Ｅ：照明器具のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機

器等製造事業者等の判断の基準等（平成22年経済産業省告示第54

号。以下「照明器具判断基準」という。）の３に基づき測定した

製品のエネルギー消費効率（単位 ルーメン毎ワット）

ＥM：50（単位 ルーメン毎ワット）

２－４ 年間の目安電気料金の算出方法 ２－４ 年間の目安電気料金の算出方法

年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。 年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。

年間の目安電気料金＝２×Ｐ×Ｚ 年間の目安電気料金＝２×Ｐ×Ｚ

この式において、Ｐ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。 この式において、Ｐ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｐ：照明器具判断基準の３－２に規定する方法により算定した消費電 Ｐ：判断基準の３－２に規定する方法により算定した消費電力（単位

力（単位 ワット） ワット）

Ｚ：27（単位 円毎キロワット時） Ｚ：27（単位 円毎キロワット時）

２－５ [略] ２－５ [略]

３ テレビジョン受信機 ３ テレビジョン受信機

３－１ 表示事項 ３－１ 表示事項

テレビジョン受信機（令第18条第４号に掲げるテレビジョン受信機を テレビジョン受信機（令第15条第４号に掲げるテレビジョン受信機を

いう。以下同じ。）の小売事業者等は、テレビジョン受信機を販売しよ いう。以下同じ。）の小売事業者は、テレビジョン受信機を販売しよう

うとする場合又はテレビジョン受信機の販売に協力を行おうとする場合 とする場合には、当該テレビジョン受信機に関する次の事項を表示する

には、当該テレビジョン受信機に関する次の事項を表示することとする こととする。ただし、中古のテレビジョン受信機を販売しようとする場

。ただし、中古のテレビジョン受信機を販売しようとする場合又は中古 合には適用しない。

のテレビジョン受信機の販売に協力を行おうとする場合には適用しない

。

イ～ハ [略] イ～ハ [略]

３－２ 遵守事項 ３－２ 遵守事項



(1) [略] (1) [略]

(2) ３－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (2) ３－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(3) [略] (3) [略]

(4) ３－１のイからハまでに掲げる事項については、別添３に定める様式 (4) ３－１のイからハまでに掲げる事項については、別表に定める様式に

により、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については より、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、

、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。 製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(5) [略] (5) [略]

３－３ 多段階評価基準 ３－３ 多段階評価基準

(1) テレビジョン受信機であって、ブラウン管を有するもの (1) テレビジョン受信機であって、ブラウン管を有するもの

日本産業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右 日本工業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右

欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。 欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

表 [略] 表 [略]

(2) テレビジョン受信機であって、液晶パネルを有するもの又はプラズマ (2) テレビジョン受信機であって、液晶パネルを有するもの又はプラズマ

ディスプレイパネルを有するもの ディスプレイパネルを有するもの

日本産業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右 日本工業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右

欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。 欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

表 [略] 表 [略]

３－４・３－５ [略] ３－４・３－５ [略]

４ 電子計算機 ４ 電子計算機

４－１ 表示事項 ４－１ 表示事項

電子計算機（令第18条第６号に掲げる電子計算機をいう。以下同じ。 電子計算機（令第15条第６号に掲げる電子計算機をいう。以下同じ。

）の小売事業者等は、電子計算機を販売しようとする場合又は電子計算 ）の小売事業者は、電子計算機を販売しようとする場合には、当該電子

機の販売に協力を行おうとする場合には、当該電子計算機の省エネルギ 計算機の省エネルギーラベルを表示することとする。ただし、中古の電

ーラベルを表示することとする。ただし、中古の電子計算機を販売しよ 子計算機を販売しようとする場合には適用しない。

うとする場合又は中古の電子計算機の販売に協力を行おうとする場合に

は適用しない。

４－２ 遵守事項 ４－２ 遵守事項

４－１により表示する省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に ４－１により表示する省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に



基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に 基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に

ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること

とする。 とする。

５ 磁気ディスク装置 ５ 磁気ディスク装置

５－１ 表示事項 ５－１ 表示事項

磁気ディスク装置（令第18条第７号に掲げる磁気ディスク装置をいう 磁気ディスク装置（令第15条第７号に掲げる磁気ディスク装置をいう

。以下同じ。）の小売事業者等は、磁気ディスク装置を販売しようとす 。以下同じ。）の小売事業者は、磁気ディスク装置を販売しようとする

る場合又は磁気ディスク装置の販売に協力を行おうとする場合には、当 場合には、当該磁気ディスク装置の省エネルギーラベルを表示すること

該磁気ディスク装置の省エネルギーラベルを表示することとする。ただ とする。ただし、中古の磁気ディスク装置を販売しようとする場合には

し、中古の磁気ディスク装置を販売しようとする場合又は中古の磁気デ 適用しない。

ィスク装置の販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

５－２ 遵守事項 ５－２ 遵守事項

５－１により表示する省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に ５－１により表示する省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に

基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に 基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に

ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること

とする。 とする。

６ ビデオテープレコーダー ６ ビデオテープレコーダー

６－１ 表示事項 ６－１ 表示事項

ビデオテープレコーダー（令第18条第９号に掲げるビデオテープレコ ビデオテープレコーダー（令第15条第９号に掲げるビデオテープレコ

ーダーをいう。以下同じ。）の小売事業者等は、ビデオテープレコーダ ーダーをいう。以下同じ。）の小売事業者は、ビデオテープレコーダー

ーを販売しようとする場合又はビデオテープレコーダーの販売に協力を を販売しようとする場合には、当該ビデオテープレコーダーに係る年間

行おうとする場合には、当該ビデオテープレコーダーに係る年間の目安 の目安電気料金を表示することとする。ただし、中古のビデオテープレ

電気料金を表示することとする。ただし、中古のビデオテープレコーダ コーダーを販売しようとする場合には適用しない。

ーを販売しようとする場合又は中古のビデオテープレコーダーの販売に

協力を行おうとする場合には適用しない。

６－２～６－４ [略] ６－２～６－４ [略]

７ 電気冷蔵庫 ７ 電気冷蔵庫



７－１ 表示事項 ７－１ 表示事項

電気冷蔵庫（令第18条第10号に掲げる電気冷蔵庫をいう。以下同じ。 電気冷蔵庫（令第15条第10号に掲げる電気冷蔵庫をいう。以下同じ。

）の小売事業者等は、電気冷蔵庫を販売しようとする場合又は電気冷蔵 ）の小売事業者は、電気冷蔵庫を販売しようとする場合には、当該電気

庫の販売に協力を行おうとする場合には、当該電気冷蔵庫に関する次の 冷蔵庫に関する次の事項を表示することとする。ただし、中古の電気冷

事項を表示することとする。ただし、中古の電気冷蔵庫を販売しようと 蔵庫を販売しようとする場合には適用しない。

する場合又は中古の電気冷蔵庫の販売に協力を行おうとする場合には適

用しない。

イ 多段階評価点 イ 多段階評価

ロ・ハ [略] ロ・ハ [略]

７－２ 遵守事項 ７－２ 遵守事項

(1) ７－１のイに掲げる多段階評価点は、７－３の多段階評価基準に基づ (1) ７－１のイに掲げる多段階評価は、７－３の多段階評価基準に基づく

くものとする。 ものとする。

(2) ７－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (2) ７－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(3) [略] (3) [略]

(4) ７－１のイからハまでに掲げる事項については、別添４－１に定める (4) ７－１のイからハまでに掲げる事項については、別に定める様式によ

様式により、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売につい り、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製

ては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとす 品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

る。

(5) 別添４－１に定める様式により表示が困難な場合は、７－１のイに掲 [新設]

げる事項のみについて、別添４－２に定めるいずれかの様式により、製

品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製品が掲

載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(6) [略] (5) [略]

７－３ 多段階評価基準 ７－３ 多段階評価基準

(1) 多段階評価点は、次に掲げる多段階評価比率に応じて、それぞれに定 日本工業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右

める式により算出する。 欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

イ 多段階評価比率が100未満の場合 多段階評価 省エネルギー基準達成率

Ｙ＝２＋１／29×（Ｘ－100） ★★★★★ 100パーセント以上

Ｙ：多段階評価点（１未満の場合は1.0とする。） ★★★★ 86パーセント以上100パーセント未満



Ｘ：多段階評価比率 ★★★ 72パーセント以上86パーセント未満

ロ 多段階評価比率100以上の場合 ★★ 57パーセント以上72パーセント未満

Ｙ＝２＋2.5／61×（Ｘ－100） ★ 57パーセント未満

Ｙ：多段階評価点（５を超える場合は5.0とする。）

Ｘ：多段階評価比率

(2) 多段階評価比率は、次に掲げる調整内容積（電気冷蔵庫のエネルギー

消費性能の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基

準等（平成25年経済産業省告示第34号。以下「電気冷蔵庫判断基準」と

いう。）の１(3)に規定する調整内容積をいう。以下７―３において同

じ。）に応じて、それぞれに定める式により算出する。

イ 調整内容積が266以下の場合

Ｘ＝ＥM／Ｅ×100

Ｘ：多段階評価比率

ＥM：0.735Ｖ3＋122（単位 キロワット時毎年）

Ｖ3：調整内容積（単位 リットル）

Ｅ：電気冷蔵庫判断基準の３(3)に基づき測定した製品のエネルギー

消費効率（単位 キロワット時毎年）

ロ 調整内容積が266を超える場合

Ｘ＝ＥM／Ｅ×100

Ｘ：多段階評価比率

ＥM：0.199Ｖ3 ＋265（単位 キロワット時毎年）

Ｖ3：調整内容積（単位 リットル）

Ｅ：電気冷蔵庫判断基準の３(3)に基づき測定した製品のエネルギー

消費効率（単位 キロワット時毎年）

７－４ 年間の目安電気料金の算出方法 ７－４ 年間の目安電気料金の算出方法

年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。 年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。

年間の目安電気料金＝Ｅ×Ｚ 年間の目安電気料金＝Ｅ×Ｚ

この式において、Ｅ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする この式において、Ｅ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする

。 。



Ｅ：日本産業規格Ｃ9801－３(2015)に規定する方法により測定した Ｅ：日本工業規格Ｃ9801－３(2015)に規定する方法により測定した

年間消費電力量（定格周波数が50ヘルツ・60ヘルツ共用のもの 年間消費電力量（定格周波数が50ヘルツ・60ヘルツ共用のもの

にあっては、それぞれの周波数で測定した数値のうち大きいも にあっては、それぞれの周波数で測定した数値のうち大きいも

の）とする。なお、冷凍室であって冷蔵室の冷却性能をもつ状 の）とする。なお、冷凍室であって冷蔵室の冷却性能をもつ状

態に切替えることができるものを有する冷凍冷蔵庫にあっては 態に切替えることができるものを有する冷凍冷蔵庫にあっては

、それぞれの状態で測定した数値のうち大きいものとする。（ 、それぞれの状態で測定した数値のうち大きいものとする。（

単位 キロワット時毎年） 単位 キロワット時毎年）

Ｚ：27（単位 円毎キロワット時） Ｚ：27（単位 円毎キロワット時）

７－５ [略] ７－５ [略]

８ 電気冷凍庫 ８ 電気冷凍庫

８－１ 表示事項 ８－１ 表示事項

電気冷凍庫（令第18条第11号に掲げる電気冷凍庫をいう。以下同じ。 電気冷凍庫（令第15条第11号に掲げる電気冷凍庫をいう。以下同じ。

）の小売事業者等は、電気冷凍庫を販売しようとする場合又は電気冷凍 ）の小売事業者は、電気冷凍庫を販売しようとする場合には、当該電気

庫の販売に協力を行おうとする場合には、当該電気冷凍庫に関する次の 冷凍庫に関する次の事項を表示することとする。ただし、中古の電気冷

事項を表示することとする。ただし、中古の電気冷凍庫を販売しようと 凍庫を販売しようとする場合には適用しない。

する場合又は中古の電気冷凍庫の販売に協力を行おうとする場合には適

用しない。

イ 多段階評価点 イ 多段階評価

ロ・ハ [略] ロ・ハ [略]

８－２ 遵守事項 ８－２ 遵守事項

(1) ８－１のイに掲げる多段階評価点は、８－３の多段階評価基準に基づ (1) ８－１のイに掲げる多段階評価は、８－３の多段階評価基準に基づく

くものとする。 ものとする。

(2) ８－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (2) ８－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(3) [略] (3) [略]

(4) ８－１のイからハに掲げる事項については、別添５－１に定める様式 (4) ８－１のイからハに掲げる事項については、別に定める様式により、

により、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については 製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製品が

、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。 掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(5) 別添５－１に定める様式により表示が困難な場合は、８－１のイに掲 [新設]



げる事項のみについて、別添５－２に定めるいずれかの様式により、製

品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製品が掲

載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(6) [略] (5) [略]

８－３ 多段階評価基準 ８－３ 多段階評価基準

(1) 多段階評価点は、次に掲げる多段階評価比率に応じて、それぞれに定 日本工業規格Ｃ9901に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右

める式により算出する。 欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

イ 多段階評価比率が100未満の場合 多段階評価 省エネルギー基準達成率

Ｙ＝２＋１／13×（Ｘ－100） ★★★★★ 100パーセント以上

Ｙ：多段階評価点（１未満の場合は1.0とする。） ★★★★ 90パーセント以上100パーセント未満

Ｘ：多段階評価比率 ★★★ 80パーセント以上90パーセント未満

ロ 多段階評価比率100以上の場合 ★★ 69パーセント以上80パーセント未満

Ｙ＝２＋2.5／189×（Ｘ－100） ★ 69パーセント未満

Ｙ：多段階評価点（５を超える場合は5.0とする。）

Ｘ：多段階評価比率

(2) 多段階評価比率は、以下の式により算出する。

Ｘ＝ＥM／Ｅ×100

Ｘ：多段階評価比率

ＥM：1.328Ｖ3 ＋80（単位 キロワット時毎年）

Ｖ3：電気冷凍庫のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消

費機器等製造事業者等の判断の基準等（平成25年経済産業省告示

第35号。以下「電気冷凍庫判断基準」という。）の１(3)に規定

する調整内容積（単位 リットル）

Ｅ：電気冷凍庫判断基準の３(3)に基づき測定した製品のエネルギー

消費効率（単位 キロワット時毎年）

８－４ 年間の目安電気料金の算出方法 ８－４ 年間の目安電気料金の算出方法

年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。 年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。

年間の目安電気料金＝Ｅ×Ｚ 年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。

この式において、Ｅ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする 年間の目安電気料金＝Ｅ×Ｚ



。 この式において、Ｅ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする

。

Ｅ：日本産業規格Ｃ9801-3(2015)に規定する方法により測定した年 Ｅ：日本工業規格Ｃ9801-3(2015)に規定する方法により測定した年

間消費電力量（定格周波数が50ヘルツ・60ヘルツ共用のものに 間消費電力量（定格周波数が50ヘルツ・60ヘルツ共用のものに

あっては、それぞれの周波数で測定した数値のうち大きいもの あっては、それぞれの周波数で測定した数値のうち大きいもの

）とする。なお、冷凍室であって冷蔵室の冷却性能をもつ状態 ）とする。なお、冷凍室であって冷蔵室の冷却性能をもつ状態

に切替えることができるものを有する冷凍庫にあっては、それ に切替えることができるものを有する冷凍庫にあっては、それ

ぞれの状態で測定した数値のうち大きいものとする。（単位 ぞれの状態で測定した数値のうち大きいものとする。（単位

キロワット時毎年） キロワット時毎年）

Ｚ：27（単位 円毎キロワット時） Ｚ：27（単位 円毎キロワット時）

８－５ [略] ８－５ [略]

９ ストーブ ９ ストーブ

９－１ 表示事項 ９－１ 表示事項

ストーブ（令第18条第12号に掲げるストーブをいう。以下同じ。）の ストーブ（令第15条第12号に掲げるストーブをいう。以下同じ。）の

小売事業者等は、ストーブを販売しようとする場合又はストーブの販売 小売事業者は、ストーブを販売しようとする場合には、当該ストーブの

に協力を行おうとする場合には、当該ストーブの省エネルギーラベルを 省エネルギーラベルを表示することとする。ただし、中古のストーブを

表示することとする。ただし、中古のストーブを販売しようとする場合 販売しようとする場合には適用しない。

又は中古のストーブの販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

９－２ 遵守事項 ９－２ 遵守事項

９－１により表示する省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｓ2070に ９－１により表示する省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｓ2070に

基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に 基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に

ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること

とする。 とする。

10 ガス調理機器 10 ガス調理機器

10－１ 表示事項 10－１ 表示事項

ガス調理機器（令第18条第13号に掲げるガス調理機器をいう。以下同 ガス調理機器（令第15条第13号に掲げるガス調理機器をいう。以下同

じ。）の小売事業者等は、ガス調理機器を販売しようとする場合又はガ じ。）の小売事業者は、ガス調理機器を販売しようとする場合には、当

ス調理機器の販売に協力を行おうとする場合には、当該ガス調理機器に 該ガス調理機器に関する次の事項を表示することとする。ただし、中古



関する次の事項を表示することとする。ただし、中古のガス調理機器を のガス調理機器を販売しようとする場合には適用しない。

販売しようとする場合又は中古のガス調理機器の販売に協力を行おうと

する場合には適用しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

10－２ 遵守事項 10－２ 遵守事項

(1) 10－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｓ2070に基 (1) 10－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｓ2070に基

づくものとする。 づくものとする。

(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]

10－３・10－４ [略] 10－３・10－４ [略]

11 ガス温水機器 11 ガス温水機器

11－１ 表示事項 11－１ 表示事項

ガス温水機器（令第18条第14号に掲げるガス温水機器をいう。以下同 ガス温水機器（令第15条第14号に掲げるガス温水機器をいう。以下同

じ。）の小売事業者等は、ガス温水機器を販売する場合又はガス温水機 じ。）の小売事業者は、ガス温水機器を販売する場合には、当該ガス温

器の販売に協力を行おうとする場合には、当該ガス温水機器に関する次 水機器に関する次の事項（ガス暖房機器にあっては、省エネルギーラベ

の事項（ガス暖房機器にあっては、省エネルギーラベルに限る。）を表 ルに限る。）を表示することとする。ただし、中古のガス温水機器を販

示することとする。ただし、中古のガス温水機器を販売する場合又は中 売する場合には適用しない。

古のガス温水機器の販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

11－２ 遵守事項 11－２ 遵守事項

(1) 11－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｓ2070に基 (1) 11－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｓ2070に基

づくものとする。 づくものとする。

(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]

11－３・11－４ [略] 11－３・11－４ [略]

12 石油温水機器 12 石油温水機器

12－１ 表示事項 12－１ 表示事項

石油温水機器（令第18条第15号に掲げる石油温水機器をいう。以下同 石油温水機器（令第15条第15号に掲げる石油温水機器をいう。以下同

じ。）の小売事業者等は、石油温水機器を販売しようとする場合又は石 じ。）の小売事業者は、石油温水機器を販売しようとする場合には、当

油温水機器の販売に協力を行おうとする場合には、当該石油温水機器に 該石油温水機器に関する次の事項（暖房用のものにあっては、省エネル



関する次の事項（暖房用のものにあっては、省エネルギーラベルに限る ギーラベルに限る。）を表示することとする。ただし、中古の石油温水

。）を表示することとする。ただし、中古の石油温水機器を販売しよう 機器を販売しようとする場合には適用しない。

とする場合又は中古の石油温水機器の販売に協力を行おうとする場合に

は適用しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

12－２ 遵守事項 12－２ 遵守事項

(1) 12－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｓ2070に基 (1) 12－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｓ2070に基

づくものとする。 づくものとする。

(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]

12－３・12－４ [略] 12－３・12－４ [略]

13 電気便座 13 電気便座

13－１ 表示事項 13－１ 表示事項

電気便座（令第18条第16号に掲げる電気便座をいう。以下同じ。）の 電気便座（令第15条第16号に掲げる電気便座をいう。以下同じ。）の

小売事業者等は、電気便座を販売しようとする場合又は電気便座の販売 小売事業者は、電気便座を販売しようとする場合には、当該電気便座に

に協力を行おうとする場合には、当該電気便座に関する次の事項を表示 関する次の事項を表示することとする。ただし、中古の電気便座を販売

することとする。ただし、中古の電気便座を販売しようとする場合又は しようとする場合には適用しない。

中古の電気便座の販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

イ 多段階評価点 イ 多段階評価

ロ・ハ [略] ロ・ハ [略]

13－２ 遵守事項 13－２ 遵守事項

(1) 13－１のイに掲げる多段階評価点は、13－３の多段階評価基準に基づ (1) 13－１のイに掲げる多段階評価は、13－３の多段階評価基準に基づく

くものとする。 ものとする。

(2) 13－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ａ4423に基 (2) 13－１のロに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ａ4423に基

づくものとする。 づくものとする。

(3) [略] (3) [略]

(4) 13－１のイからハまでに掲げる事項については、別添６－１に定める (4) 13－１のイからハまでに掲げる事項については、別に定める様式によ

様式により、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売につい り、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製

ては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとす 品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

る。



(5) 別添６－１に定める様式により表示が困難な場合は、13－１のイに掲 [新設]

げる事項のみについて、別添６－２に定めるいずれかの様式により、製

品本体又はその近傍（インターネットによる販売については、製品が掲

載されている頁の当該製品の近傍）に表示することとする。

(6) [略] (5) [略]

13－３ 多段階評価基準 13－３ 多段階評価基準

(1) 多段階評価点は、次に掲げる多段階評価比率に応じて、それぞれに定 日本工業規格Ａ4423に基づく省エネルギー基準達成率が、次の表の右

める式により算出する。 欄に該当する機器は、同表の左欄に掲げる多段階評価とする。

イ 多段階評価比率が100未満の場合 多段階評価 省エネルギー基準達成率

Ｙ＝２＋１／10×（Ｘ－100） ★★★★★ 188パーセント以上

Ｙ：多段階評価点（１未満の場合は1.0とする。） ★★★★ 159パーセント以上188パーセント未満

Ｘ：多段階評価比率 ★★★ 129パーセント以上159パーセント未満

ロ 多段階評価比率100以上の場合 ★★ 100パーセント以上129パーセント未満

Ｙ＝２＋2.5／173×（Ｘ－100） ★ 100パーセント未満

Ｙ：多段階評価点（５を超える場合は5.0とする。）

Ｘ：多段階評価比率

(2) 多段階評価比率は、以下の式により算出する。

Ｘ＝ＥM／Ｅ×100

Ｘ：多段階評価比率

ＥM：183（単位 キロワット時毎年）

Ｅ：電気便座のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機

器等製造事業者等の判断の基準等（平成19年経済産業省告示第28

8号。以下「電気便座判断基準」という。）の３(2)に基づき測定

した製品のエネルギー消費効率（単位 キロワット時毎年）

13－４ 年間の目安電気料金の算出方法 13－４ 年間の目安電気料金の算出方法

年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。 年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。

年間の目安電気料金＝Ｅ×Ｚ 年間の目安電気料金＝Ｅ×Ｚ

この式において、Ｅ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。 この式において、Ｅ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｅ：電気便座判断基準の３(2)に規定する方法により算出したエネル Ｅ：電気便座のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機



ギー消費効率（単位 キロワット時毎年） 器等製造事業者等の判断の基準等（平成19年経済産業省告示第28

8号）の３に規定する方法により算出したエネルギー消費効率（

単位 キロワット時毎年）

Ｚ：27（単位 円毎キロワット時） Ｚ：27（単位 円毎キロワット時）

13－５ 注意事項 13－５ 注意事項

年間の目安電気料金は、電気便座判断基準の３(2)に規定する方法に 年間の目安電気料金は、電気便座のエネルギー消費性能の向上に関

よりエネルギー消費効率を算出する場合にあっては４人家族で１日当 するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等の３(1)に規定

たり16回使用した場合を基準に算出した年間消費電力量（kWh/年）に2 する方法によりエネルギー消費効率を算出する場合にあっては４人家

7（円/kWh)を乗じたものであり、各御家庭の周囲温度、設定温度、節 族で1日当たり12回使用した場合を基準に算出した年間消費電力量（kW

電機能や電力会社等によって異なります。 h/年）に27（円/kWh）を乗じたものであり、電気便座のエネルギー消

費性能の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基

準等の３(2)に規定する方法によりエネルギー消費効率を算出する場合

にあっては４人家族で１日当たり16回使用した場合を基準に算出した

年間消費電力量（kWh/年）に27（円/kWh)を乗じたものであり、各御家

庭の周囲温度、設定温度、節電機能や電力会社等によって異なります

。

14 ジャー炊飯器 14 ジャー炊飯器

14－１ 表示事項 14－１ 表示事項

ジャー炊飯器（令第18条第19号に掲げるジャー炊飯器をいう。以下同 ジャー炊飯器（令第15条第19号に掲げるジャー炊飯器をいう。以下同

じ。）の小売事業者等は、ジャー炊飯器を販売しようとする場合又はジ じ。）の小売事業者は、ジャー炊飯器を販売しようとする場合には、当

ャー炊飯器の販売に協力を行おうとする場合には、当該ジャー炊飯器に 該ジャー炊飯器に関する次の事項を表示することとする。ただし、中古

関する次の事項を表示することとする。ただし、中古のジャー炊飯器を のジャー炊飯器を販売しようとする場合には適用しない。

販売しようとする場合又は中古のジャー炊飯器の販売に協力を行おうと

する場合には適用しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

14－２ 遵守事項 14－２ 遵守事項

(1) 14－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (1) 14－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]



14－３・14－４ [略] 14－３・14－４ [略]

15 電子レンジ 15 電子レンジ

15－１ 表示事項 15－１ 表示事項

電子レンジ（令第18条第20号に掲げる電子レンジをいう。以下同じ。 電子レンジ（令第15条第20号に掲げる電子レンジをいう。以下同じ。

）の小売事業者等は、電子レンジを販売しようとする場合又は電子レン ）の小売事業者は、電子レンジを販売しようとする場合には、当該電子

ジの販売に協力を行おうとする場合には、当該電子レンジに関する次の レンジに関する次の事項を表示することとする。ただし、中古の電子レ

事項を表示することとする。ただし、中古の電子レジを販売しようとす ンジを販売しようとする場合には適用しない。

る場合又は中古の電子レンジの販売に協力を行おうとする場合には適用

しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

15－２ 遵守事項 15－２ 遵守事項

(1) 15－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (1) 15－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]

15－３・15－４ [略] 15－３・15－４ [略]

16 ディー・ブイ・ディー・レコーダー 16 ディー・ブイ・ディー・レコーダー

16－１ 表示事項 16－１ 表示事項

ディー・ブイ・ディー・レコーダー（令第18条第21号に掲げるディー ディー・ブイ・ディー・レコーダー（令第15条第21号に掲げるディー

・ブイ・ディー・レコーダーをいう。以下「ＤＶＤレコーダー」という ・ブイ・ディー・レコーダーをいう。以下「ＤＶＤレコーダー」という

。以下同じ。）の小売事業者等は、ＤＶＤレコーダーを販売しようとす 。以下同じ。）の小売事業者は、ＤＶＤレコーダーを販売しようとする

る場合又はＤＶＤレコーダーの販売に協力を行おうとする場合には、当 場合には、当該ＤＶＤレコーダーに関する次の事項を表示することとす

該ＤＶＤレコーダーに関する次の事項を表示することとする。ただし、 る。ただし、中古のＤＶＤレコーダーを販売しようとする場合には適用

中古のＤＶＤレコーダーを販売しようとする場合又は中古のＤＶＤレコ しない。

ーダーの販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

16－２ 遵守事項 16－２ 遵守事項

(1) 16－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (1) 16－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。



(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]

16－３・16－４ [略] 16－３・16－４ [略]

17 ルーティング機器 17 ルーティング機器

17－１ 表示事項 17－１ 表示事項

ルーティング機器（令第18条第22号に掲げるルーティング機器をいう ルーティング機器（令第15条第22号に掲げるルーティング機器をいう

。以下同じ。）の小売事業者等は、ルーティング機器を販売しようとす 。以下同じ。）の小売事業者は、ルーティング機器を販売しようとする

る場合又はルーティング機器の販売に協力を行おうとする場合には、当 場合には、当該ルーティング機器の省エネルギーラベルを表示すること

該ルーティング機器の省エネルギーラベルを表示することとする。ただ とする。ただし、中古のルーティング機器を販売しようとする場合には

し、中古のルーティング機器を販売しようとする場合又は中古のルーテ 適用しない。

ィング機器の販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

17－２ 遵守事項 17－２ 遵守事項

17－１により表示する省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に 17－１により表示する省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に

基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に 基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に

ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること

とする。 とする。

18 スイッチング機器 18 スイッチング機器

18－１ 表示事項 18－１ 表示事項

スイッチング機器（令第18条第23号に掲げるスイッチング機器をいう スイッチング機器（令第15条第23号に掲げるスイッチング機器をいう

。以下同じ。）の小売事業者等は、スイッチング機器を販売しようとす 。以下同じ。）の小売事業者は、スイッチング機器を販売しようとする

る場合又はスイッチング機器の販売に協力を行おうとする場合には、当 場合には、当該スイッチング機器の省エネルギーラベルを表示すること

該スイッチング機器の省エネルギーラベルを表示することとする。ただ とする。ただし、中古のスイッチング機器を販売しようとする場合には

し、中古のスイッチング機器を販売しようとする場合又は中古のスイッ 適用しない。

チング機器の販売に協力を行おうとする場合には適用しない。

18－２ 遵守事項 18－２ 遵守事項

18－１により表示する省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に 18－１により表示する省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に

基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に 基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に

ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること

とする。 とする。



19 電気温水機器 19 電気温水機器

19－１ 表示事項 19－１ 表示事項

電気温水機器（令第18条第26号に掲げる電気温水機器をいう。以下同 電気温水機器（令第15条第26号に掲げる電気温水機器をいう。以下同

じ。）の小売事業者等は、電気温水機器を販売しようとする場合又は電 じ。）の小売事業者は、電気温水機器を販売しようとする場合には、当

気温水機器の販売に協力を行おうとする場合には、当該電気温水機器の 該電気温水機器の省エネルギーラベルを表示することとする。ただし、

省エネルギーラベルを表示することとする。ただし、中古の電気温水機 中古の電気温水機器を販売しようとする場合には適用しない。

器を販売しようとする場合又は中古の電気温水機器の販売に協力を行お

うとする場合には適用しない。

19－２ 遵守事項 19－２ 遵守事項

19－１により表示する省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に 19－１により表示する省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に

基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に 基づくものとし、製品本体又はその近傍（インターネットによる販売に

ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること ついては、製品が掲載されている頁の当該製品の近傍）に表示すること

とする。 とする。

20 電球 20 エル・イー・ディー・ランプ

20－１ 表示事項 20－１ 表示事項

電球（令第18条第28号に掲げる電球をいう。以下同じ。）の小売事業 エル・イー・ディー・ランプ（令第15条第28号に掲げるエル・イー・

者等は、電球を販売しようとする場合又は電球の販売に協力を行おうと ディー・ランプをいう。以下「ＬＥＤランプ」という。以下同じ。）の

する場合には、当該電球に関する次の事項を表示することとする。ただ 小売事業者は、ＬＥＤランプを販売しようとする場合には、当該ＬＥＤ

し、中古の電球を販売しようとする場合又は中古の電球の販売に協力を ランプに関する次の事項を表示することとする。ただし、中古のＬＥＤ

行おうとする場合には適用しない。 ランプを販売しようとする場合には適用しない。

イ・ロ [略] イ・ロ [略]

20－２ 遵守事項 20－２ 遵守事項

(1) 20－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本産業規格Ｃ9901に基 (1) 20－１のイに掲げる省エネルギーラベルは、日本工業規格Ｃ9901に基

づくものとする。 づくものとする。

(2)～(4) [略] (2)～(4) [略]

20－３ 年間の目安電気料金の算出方法 20－３ 年間の目安電気料金の算出方法

年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。 年間の目安電気料金は、次式に基づき算出するものとする。

年間の目安電気料金＝２×Ｐ×Ｚ 年間の目安電気料金＝２×Ｐ×Ｚ



この式において、Ｐ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。 この式において、Ｐ及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。

Ｐ：電球のエネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機器等 Ｐ：エル・イー・ディー・ランプのエネルギー消費性能の向上に関す

製造事業者等の判断基準等（平成25年経済産業省告示第235号） るエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等（平成25

の３－２に規定する方法により算定した消費電力（単位 ワット 年経済産業省告示第235号）の３－２に規定する方法により算定

） した消費電力（単位 ワット）

Ｚ：27（単位 円毎キロワット時） Ｚ：27（単位 円毎キロワット時）

20－４ ［略］ 20－４ ［略］

備考 表中[ ]の記載は注記である。

附 則

こ の 告 示 は 公 布 の 日 か ら 施 行 す る

。

た だ し こ の 告 示 の ７ ８ 及 び の 規 定 に よ っ て 行 う べ き 表 示 は 令 和 三 年 十 月 三 十 一 日 ま で は な お 従 前 の 例 に、 、 、

3
1 、 、

よ る こ と が で き る 。



別添１

様式を作成した年度を緑の塗りつぶしに白字で表示。

黒字で表示。 緑。 白。

上が緑、下が黄緑のグラデーションで表示。

多段階評価の星の数を大きく表示。大きく表示した星は黄色で中心に向けて白にグラデーションで表示。小さく表示し

た星は灰色で表示。

省エネ基準達成率100％の位置を表示。100％以上は緑、100％未満は橙色で表示。省エネ性マークは日本産業規格C99

01に基づくものとする。

１年間使用した場合の目安と

なる電気料金を白字で表示。 省エネルギーラベルを表示。

表示の方法及び配色については、別添３において同じ。



別添２－１

緑。白。

緑字で表示。

多段階評価点を赤で表示。

多段階評価点の小数点以下第１位が０から４場合は整数部分の星の数を黄色で表示し、その他の部分は白で表示。

多段階評価点の小数点以下第１位が５から９の場合は整数部分の星の数に半星を加えたものを黄色で表示し、

その他の部分は白で表示。

１年間使用した場合の目安と

なる電気料金を白字で表示。 省エネルギーラベルを表示。

表示の方法及び配色については、別添４－１、別添５－１及び別添６－１において同じ。

別添２－２

ラベルの縁及び「省エネ性能」の文字は緑で表示し、「〇．〇」は多段階評価点を赤で表示し、星マークは、多段階評価点の小数点以下第１位が０から４

場合は整数部分の星の数を黄色で表示し、その他の部分は白で表示し、多段階評価点の小数点以下第１位が５から９の場合は整数部分の星の数に半星を加

えたものを黄色で表示し、その他の部分は白で表示。（別添４－２、別添５－２及び別添６－２において同じ。）



別添３



別添４－１

別添４－２



別添５－１

別添５－２



別添６－１

別添６－２




